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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　９月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　９月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 (百万円) 9,599 8,791 8,692 18,176 18,156

経常利益 (百万円) 683 597 627 1,503 1,392

中間（当期）純利益 (百万円) 492 414 449 1,095 969

持分法を適用した場合の投

資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 4,835 4,835 4,835 4,835 4,835

発行済株式総数 (千株) 350 350 350 350 350

純資産額 (百万円) 9,340 10,314 11,278 9,945 10,869

総資産額 (百万円) 17,142 18,581 19,328 17,606 18,983

１株当たり純資産額 (円) 26,685.85 29,470.74 32,224.55 28,416.12 31,056.24

１株当たり中間（当期）純

利益
(円) 1,407.75 1,183.34 1,283.55 3,130.65 2,770.97

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 120 120

自己資本比率 (％) 54.5 55.5 58.3 56.4 57.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 771 594 745 1,868 1,309

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △105 △145 △120 △315 △468

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △245 △203 △204 △406 △365

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
(百万円) 5,433 6,403 7,055 6,158 6,633

従業員数
(人)

132 133 137 132 133

［外、平均臨時雇用者数］ 〔32〕 〔25〕 〔28〕 〔29〕 〔29〕

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。

平成30年９月30日現在
 

事業部門別 従業員数（人）

　放送事業 77〔28〕

　その他事業 7〔0〕

　管理販売業務 53〔0〕

合計 137〔28〕

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　   ２．上記表には、受入出向社員を含みます。

 

(2）労働組合の状況

　労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

２【事業等のリスク】

 当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリス

クについての重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．経営成績等の概要

（１）経営成績等の状況

当中間会計期間のわが国経済は、台風・地震などの自然災害が下押し要因となったものの、雇用・所得環境の改

善、個人消費・設備投資の回復に伴い、景気の緩やかな回復基調が続いています。一方、2018年度の地上波民放テ

レビ営業収入は、前中間会計期間同様２期連続の減収が予測されるなど、厳しい状況が続いています。こうした環

境の下、当社はコンテンツの強化・開発に注力し、売上の拡大に努めました。

この結果、売上高は86億92百万円、前年同期比98.9％の減収、営業利益は６億59百万円、前年同期比96.2％の減

益となりましたが、経常利益は６億27百万円、前年同期比105.0％、中間純利益は４億49百万円、前年同期比

108.5％の増益となりました。

当中間期は収益構造の改革推進を掲げた「経営３か年計画（2018-2020）」に則り、朝昼夕夜の４つの生ワイド

番組の企画内容をリニューアルして視聴習慣の定着を図りました。また、視聴ターゲットを意識した中長期的な

ゾーン編成の確立を目指し、アニメ「ジョジョの奇妙な冒険 黄金の風」、「とある魔術の禁書目録Ⅲ」、「ゴール

デンカムイ」、「火ノ丸相撲」など話題作を含む新作95作品の放送や、福岡ソフトバンクホークス戦のレギュラー

シーズン53試合のほか、新たなスポーツ情報番組「BE-BOP SPORTS」の立ち上げ等により、放送事業収入は増収とな

りました。

一方、放送外事業としては、６周年を迎え事業規模を年々拡大している「マジカルミライ2018」（幕張メッセ・

インテックス大阪）をはじめ、番組との連動イベント「ゲーミングフェスティバル」を開催するなど、イベント事

業にも注力しましたが、スポット配信業務の大口取引先の扱いが終了したことから、前年実績に至りませんでし

た。

新規事業領域での当中間期の取り組みとしては、４年目を迎えたインターネット全国同時配信サービス「エム

キャス」において、国内地上波放送局として初の試みとなる「ライブコマース（生配信動画によるＥＣ）」の実証

実験を成功させたほか、中国ＥＣ事業においては、新たなＥＣサイト（寺庫）への出店や、平成30年度東京都のメ

ディア活用販路開拓支援事業における越境ＥＣ（中国）事業の受託など、新たな事業に取り組みました。

 

事業部門別の経営成績は次のとおりであります。

① 放送事業

放送事業は、タイム及びスポットのアニメ関連が好調で、売上高は7,907百万円（前年同期比107.1％）と前年同

期に比べ523百万円の増収となりました。

 

② その他事業

その他事業は、スポット配信業務の終了を受け、売上高は785百万円（前年同期比55.7％）となり、前年同期に

比べ623百万円の減収となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前中間会計期間末に比べ421百万円増加し、

7,055百万円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得た資金は、745百万円(前年同期は594百万円)となりました。これは税引前中間純利益が627百

万円、非資金費用である減価償却費198百万円を計上したほか、前受金の増加438百万円や売上債権の減少575百万

円が生じた一方、前渡金の増加482百万円や仕入債務の減少341百万円、法人税等の支払額188百万円を計上したこ

となどによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、120百万円(前年同期は145百万円)となりました。これは有形固定資産の取得に

よる支出46百万円や出資金の払込による支出220百万円を計上することなどによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、204百万円(前年同期は203百万円)となりました。これは社債の償還による支出

128百万円や長期借入金の返済による支出31百万円などによるものであります。
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(３)生産、受注及び販売の実績

販売実績

　当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（百万円） 前年同期比（％）

放送事業 7,907 107.1

その他事業 785 55.7

合計 8,692 98.9

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年４月１日

　　至　平成30年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱クオラス 433 4.9 636 7.3

㈱インターワールド 492 5.6 595 6.9

㈱ゴンゾ 205 2.3 471 5.4

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　当社は、放送事業を主たる事業としているため、生産及び受注の実績は記載しておりません。
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２.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

     当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

　　　　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

　　　す。この中間財務諸表の作成に当たりまして、有価証券、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、繰

　　　延税金資産、貸倒引当金、退職給付引当金等の計上について見積り計算を行っており、その概要については「第５

　　　経理の状況　１　中間財務諸表等」の「重要な会計方針」に記載しております。

 

（２）財政状態の分析

　総資産は、前事業年度末の18,983百万円と比較して1.8％増の19,328百万円となりました。これは現金及び前渡

金の増加などによるものであります。負債合計は、前事業年度末の8,113百万円と比較して0.8％減の8,050百万円

となりました。これは買掛金や担保付債務の減少などによるものであります。純資産は、前事業年度末の10,869百

万円と比較して3.8％増の11,278百万円となりました。

 

   （３）経営成績の分析

　①売上高

売上高は、前中間会計期間の8,791百万円と比較して1.1％減の8,692百万円となりました。放送事業ではタイム

及びスポットのアニメ関連の好調を受けて増収となりました。その他事業では主にスポット配信業務の終了により

減収となりました。

 

　　　②売上原価並びに販売費及び一般管理費

　　　　売上原価は、前中間会計期間の6,381百万円と比較して2.3％減の6,233百万円、販売費及び一般管理費は、前中

　　　間会計期間の1,725百万円と比較して4.3％増の1,799百万円となりました。

 

　　　③営業損益

　　　　営業利益は、前中間会計期間の685百万円と比較して3.8％減の659百万円となりました。

 

　　　④営業外損益

　　　　営業外収益は、11百万円（前中間会計期間３百万円）となりました。営業外費用は、43百万円（前中間会計期間

91百万円）となりました。

 

　　　⑤経常損益

　　　　経常利益は、前中間会計期間の597百万円と比較して5.0％増の627百万円となりました。

 

　　　⑥中間純損益

　　　　中間純利益は、449百万円（前中間会計期間414百万円）となりました。

 

（４）キャッシュ・フローの状況の分析

　　　　キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成

績　　　及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載したとおりであります。

 

４【経営上の重要な契約等】

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

　当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更及び

重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000

計 1,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年12月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 350,000 350,000 非上場
当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 350,000 350,000 － －

（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
　（株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

　平成30年４月１日～

　平成30年９月30日
－ 350,000 － 4,835 － 500
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社エフエム東京 東京都千代田区麹町１－７ 71,150 20.33

株式会社中日新聞社 愛知県名古屋市中区三の丸１－６－１ 21,950 6.27

東京都 東京都新宿区西新宿２－８－１ 12,300 3.51

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１－３－１ 12,300 3.51

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１－５－１ 12,300 3.51

株式会社東京ドーム 東京都文京区後楽１－３－61 12,300 3.51

東映株式会社 東京都中央区銀座３－２－17 12,300 3.51

日本電気株式会社 東京都港区芝５－７－１ 12,300 3.51

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社
東京都千代田区内幸町１－１－６ 10,350 2.96

株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡ 東京都千代田区富士見２－13－３ 7,500 2.14

計 － 184,750 52.79

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　350,000 350,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 350,000 － －

総株主の議決権 － 350,000 －
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②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場のため、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月

30日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　　 2.3％

売上高基準　　　　　　 2.5％

利益基準　　　　　　   4.7％

利益剰余金基準         4.0％
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,633 7,055

売掛金 3,240 2,665

商品 － 15

番組勘定 15 14

貯蔵品 2 3

前渡金 612 1,094

前払費用 42 109

未収入金 21 27

その他 14 2

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 10,578 10,983

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２,※３ 1,069 ※１,※２,※３ 1,038

構築物（純額） ※１,※２,※３ 229 ※１,※２,※３ 204

機械及び装置（純額） ※１,※２,※３ 750 ※１,※２,※３ 689

土地 ※２,※３ 4,342 ※２,※３ 4,342

その他（純額） ※１ 34 ※１ 30

有形固定資産合計 6,426 6,305

無形固定資産 109 61

投資その他の資産   

敷金及び保証金 1,221 1,221

繰延税金資産 287 294

その他 363 464

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,869 1,978

固定資産合計 8,405 8,345

資産合計 18,983 19,328
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,371 1,040

1年内償還予定の社債 ※３ 257 ※３ 257

1年内返済予定の長期借入金 ※３ 62 ※３ 62

未払金 620 616

リース債務 1 4

未払法人税等 218 217

前受金 754 1,193

賞与引当金 76 81

その他 106 130

流動負債合計 3,469 3,605

固定負債   

社債 ※３ 2,999 ※３ 2,870

長期借入金 ※３ 690 ※３ 659

リース債務 1 5

退職給付引当金 749 785

役員退職慰労引当金 203 124

固定負債合計 4,644 4,445

負債合計 8,113 8,050

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,835 4,835

資本剰余金   

資本準備金 500 500

資本剰余金合計 500 500

利益剰余金   

利益準備金 27 32

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,498 5,901

利益剰余金合計 5,526 5,933

株主資本合計 10,861 11,269

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7 9

評価・換算差額等合計 7 9

純資産合計 10,869 11,278

負債純資産合計 18,983 19,328

 

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

半期報告書

14/32



②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 8,791 8,692

売上原価 6,381 6,233

売上総利益 2,410 2,458

販売費及び一般管理費 1,725 1,799

営業利益 685 659

営業外収益 3 11

営業外費用 ※１ 91 ※１ 43

経常利益 597 627

税引前中間純利益 597 627

法人税、住民税及び事業税 176 186

法人税等調整額 6 △7

法人税等合計 183 178

中間純利益 414 449
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 4,835 500 500 23 4,574 4,598 9,934

当中間期変動額        

剰余金の配当    4 △46 △42 △42

中間純利益     414 414 414

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

       

当中間期変動額合計 － － － 4 367 372 372

当中間期末残高 4,835 500 500 27 4,942 4,970 10,306

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 11 11 9,945

当中間期変動額    

剰余金の配当   △42

中間純利益   414

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

△3 △3 △3

当中間期変動額合計 △3 △3 369

当中間期末残高 8 8 10,314
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当中間会計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 4,835 500 500 27 5,498 5,526 10,861

当中間期変動額        

剰余金の配当    4 △46 △42 △42

中間純利益     449 449 449

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

       

当中間期変動額合計 － － － 4 403 407 407

当中間期末残高 4,835 500 500 32 5,901 5,933 11,269

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 7 7 10,869

当中間期変動額    

剰余金の配当   △42

中間純利益   449

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

1 1 1

当中間期変動額合計 1 1 408

当中間期末残高 9 9 11,278
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 597 627

減価償却費 183 185

無形固定資産償却費 8 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 5 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35 35

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 △78

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 5 4

社債利息 12 11

売上債権の増減額（△は増加） △337 575

たな卸資産の増減額（△は増加） △21 △15

前渡金の増減額（△は増加） △614 △482

その他の流動資産の増減額（△は増加） △21 △60

仕入債務の増減額（△は減少） 339 △341

未払消費税等の増減額（△は減少） △49 18

前受金の増減額（△は減少） 632 438

その他 73 15

小計 875 951

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △18 △17

法人税等の支払額 △262 △188

営業活動によるキャッシュ・フロー 594 745

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △222 △46

無形固定資産の取得による支出 △10 △0

定期預金の純増減額（△は増加） 200 －

出資金の払込による支出 △191 △220

その他 79 147

投資活動によるキャッシュ・フロー △145 △120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △31 △31

配当金の支払額 △42 △42

社債の償還による支出 △128 △128

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △203 △204

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 245 421

現金及び現金同等物の期首残高 6,158 6,633

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,403 ※ 7,055
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産

番組勘定

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。

(3) デリバティブ

時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物…………６～50年

構築物………10～15年

機械及び装置……６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

電気通信施設利用権

定額法（20年）

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当中間会計期間末の負担

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末において従業員が自己都合により退職した場合の要

支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末における要支給額を計上してお

ります。
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４．ヘッジ会計の方針

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については特例

処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金

(3) ヘッジ方針

　社内の管理方針に基づき、借入金の金利変動リスクを回避し支払利息のキャッシュ・フローの固定化を

図る目的で金利スワップ取引を行っております。なお、投機目的によるデリバティブ取引を行わない方針

であります。

(4) ヘッジ有効性の評価

　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、有効性の判定を省略しております。

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、その差額は流動資産または流動負債の「その他」に含

めて表示しております。

 

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当中間会計期

間の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示する方法に変更しております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」55百万円は、「投資その他

の資産」の「繰延税金資産」55百万円に含めて表示しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成30年３月31日）

当中間会計期間
（平成30年９月30日）

4,934百万円 5,112百万円

 

※２ 過年度に取得した資産のうち、国庫補助金の受け入れにより有形固定資産の取得価額から控除した圧縮

記帳額の累計は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

建物 8百万円 8百万円

構築物 15 15

機械及び装置 20 20

土地 1 1

計 45 45

 

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

建物 688百万円 677百万円

構築物 1 1

機械及び装置 0 0

土地 4,340 4,340

計 5,030 5,017

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

１年内償還予定の社債 257百万円 257百万円

１年内返済予定の長期借入金 62 62

社債 2,999 2,870

長期借入金 690 659

　　　　         計 4,010 3,850

 

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

半期報告書

21/32



（中間損益計算書関係）

     ※１ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

社債利息

支払利息

支払手数料

12百万円

5

6

11百万円

4

5

投資事業組合運用損 66 21

 

　２ 減価償却実施額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

有形固定資産 180百万円 185百万円

無形固定資産 8 12

長期前払費用 2 0

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 350,000 － － 350,000

合計 350,000 － － 350,000

 

　２．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 42 利益剰余金 120 平成29年３月31日 平成29年６月28日

 

当中間会計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 350,000 － － 350,000

合計 350,000 － － 350,000
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　２．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月21日

定時株主総会
普通株式 42 利益剰余金 120 平成30年３月31日 平成30年６月28日

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 6,403百万円 7,055百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 6,403 7,055

 

（リース取引関係）

　（借主側）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

１年内 186 186

１年超 1,479 1,386

合計 1,665 1,572
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２.参照)。

 

前事業年度（平成30年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1)現金及び預金

 

(2)売掛金

 

(3)投資有価証券

　 その他有価証券

 

(4)敷金及び保証金

 

(5)買掛金

 

(6)未払金

 

(7)未払法人税等

 

(8)社債(※1)

 

(9)長期借入金(※2)

 

(10)デリバティブ取引

6,633

 

3,235

 

 

18

 

621

 

1,371

 

620

 

218

 

3,256

 

753

 

－

6,633

 

3,235

 

 

18

 

621

 

1,371

 

620

 

218

 

3,394

 

781

 

－

－

 

－

 

 

－

 

0

 

－

 

－

 

－

 

137

 

28

 

－

 

当中間会計期間（平成30年９月30日）

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1)現金及び預金

 

(2)売掛金

 

(3)投資有価証券

　 その他有価証券

 

(4)敷金及び保証金

 

(5)買掛金

 

(6)未払金

 

(7)未払法人税等

 

(8)社債(※1)

 

(9)長期借入金(※2)

 

(10)デリバティブ取引

7,055

 

2,660

 

 

21

 

621

 

1,040

 

616

 

217

 

3,127

 

722

 

－

7,055

 

2,660

 

 

21

 

618

 

1,040

 

616

 

217

 

3,240

 

744

 

－

－

 

－

 

 

－

 

△2

 

－

 

－

 

－

 

112

 

22

 

－

（※１）社債については、１年内償還予定の社債も含めて示しております。

（※２）長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金並びに(2)売掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　なお、売掛金の中間貸借対照表（貸借対照表）計上額は貸倒引当金を控除しております。

(3)投資有価証券

　投資有価証券である株式は取引所の価格によっております。

　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注

記事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4)敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価の算定は、その返還予定時期が合理的に見積り可能であるものについては、その将来

キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)買掛金、(6)未払金及び(7)未払法人税等

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(8)社債

　社債の時価については、元利金の合計額を、当該社債と同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

(9)長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　また、変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(10)デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
前事業年度（平成30年３月31日）

(百万円）

当中間会計期間（平成30年９月30日）

（百万円）

投資有価証券

非上場株式
35 35

関係会社株式

非上場株式
20 20

出資金 283 382

敷金及び保証金 600 600

　市場価格がない、もしくは償還予定が合理的に見積れないものについては、時価を把握することが極めて

困難と認められるため時価開示の対象としておりません。

 

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によっ

た場合、当該価額が異なる場合があります。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成30年３月31日）

１．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式10百万円、関連会社株式10百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 18 7 11

（注）非上場株式（貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当中間会計期間（平成30年９月30日）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式10百万円、関連会社株式10百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

２．その他有価証券

 種類
中間貸借対照表計
上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

中間貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

株式 21 7 13

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　金利関連

　　前事業年度（平成30年３月31日）

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等のうち

１年超

（百万円）

時価

（百万円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 576 528 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

 

　　当中間会計期間（平成30年９月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等のうち

１年超

（百万円）

時価

（百万円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 552 504 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

（持分法損益等）

　当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

　　　　当社は、地上デジタル放送用の送信設備等について、電波法第78条に基づく空中線の撤去義務及び不動産賃貸

     借契約等に基づく退去時の原状回復義務を有しておりますが、事業を継続する上で移設、撤去が困難であり原状

     回復義務等の履行の蓋然性が極めて低いため、資産除去債務を計上しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、テレビ番組の制作・放送及び広告の取扱いを中心とする「放送関連事業」、イベント事業を中心

とする「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。

なお、「その他の事業」の相対的な割合が非常に低く、重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載

を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

   単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

　 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略し

 ております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　前中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

 ㈱ディーエイチシー 702  放送関連事業

 福岡ソフトバンクホークス㈱ 530  放送関連事業

㈱インターワールド 492  放送関連事業

 

　当中間会計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

 ㈱クオラス 636  放送関連事業

 ㈱インターワールド 595  放送関連事業

㈱ゴンゾ 471  放送関連事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり中間純利益 1,183.34円 1,283.55円

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 414 449

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 414 449

普通株式の期中平均株式数（株） 350,000 350,000

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当中間会計期間

（平成30年９月30日）

１株当たり純資産額 31,056.24円 32,224.55円

 

（重要な後発事象）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　(第25期)　(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)　平成30年６月22日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  
   

 

   平成３０年１２月２０日

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩下　稲子

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　努

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第２６期事業年
度の中間会計期間（平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照
表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記に
ついて中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の平成３０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
会計期間（平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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